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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

平成27年３月上旬、外部からの指摘により、当社が依頼していた不動産鑑定業者の鑑定結果が誤っている可能性が

判明したため、当社は社外の専門家による第三者委員会を設置し、調査を実施いたしました。調査の結果、棚卸資産

である販売用不動産及び開発事業等支出金並びに有形固定資産の金額訂正が必要であることが判明しました。当社は

当該調査結果及び会計監査人による指摘に基づき過年度の決算を訂正し、平成22年３月期から平成26年３月期までの

有価証券報告書、及び平成23年３月期の第１四半期から平成27年３月期の第３四半期までの四半期報告書の訂正報告

書を提出する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報

告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

　　　 第１ 企業の概況

　　　　　1 主要な経営指標等の推移

　　　 第２ 事業の状況

　　　　　3 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　　　 第４ 経理の状況

　　　　　1 四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第50期
第２四半期
連結累計期間

第51期
第２四半期
連結累計期間

第50期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 22,102 31,193 64,115

経常利益 (百万円) 1,309 3,634 5,912

四半期(当期)純利益 (百万円) 761 2,280 3,508

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 867 2,604 3,736

純資産額 (百万円) 22,215 27,255 24,889

総資産額 (百万円) 76,994 76,211 85,408

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 13.03 39.01 60.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.0 34.6 28.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,867 719 1,820

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △17 △28 △41

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △395 △7,681 968

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 13,984 16,045 23,029
 

 

回次
第50期
第２四半期
連結会計期間

第51期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.85 34.73
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、消費税増税による消費の落ち込み等から景気に弱い動きがあったも

のの、政府・日銀による政策効果から、全体としては緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループをとりまく事業環境におきましては、建設事業では、依然として労務不足等により工事原価は上昇

傾向にあるものの、公共投資や民間設備投資等から受注高は増加し、回復の兆しが見られました。一方、開発事業

等では、建築費の上昇等から首都圏のマンション市場での着工戸数は減少傾向にあるものの、契約率はおおむね好

調を保ち、引き続き堅調に推移いたしました。

このような環境の中、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は311億93百万

円（前年同四半期比41.1％増）、営業利益は35億35百万円（前年同四半期比146.4％増）、経常利益は36億34百万

円（前年同四半期比177.6％増）、四半期純利益は22億80百万円（前年同四半期比199.4％増）となりました。

なお、当社グループでは、通常の営業形態として工事の完成・物件の引渡しが第４四半期に集中しているため、

第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといっ

た季節的変動があります。

事業のセグメント別の状況は以下のとおりであります。なお、セグメント利益は営業利益と調整を行っておりま

す。また、セグメント間の内部取引が発生する場合は、その消去前の金額を使用しております。

(建設事業)

利益率を重視して選別受注した工事が順調に進捗したことから、完成工事高は192億21百万円（前年同四半期

比7.0％増）、セグメント利益は11億37百万円（前年同四半期比21.7％増）となりました。

(開発事業等)

自社分譲マンションの販売・引渡しが順調に推移したこと等から、開発事業等売上高は119億71百万円（前年

同四半期比189.6％増）、セグメント利益は26億68百万円（前年同四半期比249.6％増）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、前年同四半期末と比べて20億61百万

円増加し、160億45百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比65億87百万円増加し、7億19百万円となりました。こ

の主な要因は、売上債権の減少によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比11百万円減少し、マイナス28百万円となりました。こ

の主な要因は、有形固定資産の取得による支出によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比72億86百万円減少し、マイナス76億81百万円となりま

した。この主な要因は、余剰資金による借入金の返済によるものであります。

 

(3) 財政状態の分析

(資産)

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて91億44百万円減少し、624億5百

万円となりました。この主な要因は、現金預金が69億84百万円減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて52百万円減少し、138億6百万円となりました。この主な要因は、固定

資産の減価償却実施によるものであります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末と比べて91億97百万円減少し、762億11百万円となりました。

(負債)

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べて81億20百万円減少し、370億66

百万円となりました。この主な要因は、余剰資金の返済等により短期借入金が38億47百万円減少したことによる

ものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて34億43百万円減少し、118億89百万円となりました。この主な要因

は、長期借入金のうち一部の返済期限が一年以内となったこと等により長期借入金が34億5百万円減少したこと

によるものであります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末と比べて115億63百万円減少し、489億56百万円となりました。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて23億66百万円増加し、272億

55百万円となりました。この主な要因は、四半期純利益の計上によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は2百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 61,360,720 61,360,720
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 61,360,720 61,360,720 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年９月30日 ― 61,360,720 ― 3,665 ― 3,421
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(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社シンニホンコム 千葉県千葉市中央区春日１－７－４ 17,860 29.11

株式会社ユニオン・サイト 千葉県千葉市中央区春日１－７－４ 6,761 11.02

金綱　一男 千葉県千葉市中央区 3,040 4.96

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 2,877 4.69

株式会社京葉銀行
(常任代理人  日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社)

千葉県千葉市中央区富士見１－11－11
(東京都港区浜松町２－11－３)

2,383 3.88

ビービーエイチ フオー　フイデリ
テイ ロー　プライスド ストツク
 フアンド（プリンシパル　オー
ル　セクター　サブポートフオリ
オ）
(常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行)

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
(東京都千代田区丸の内２－７－１ 決済事
業部)

1,838 3.00

東方地所株式会社 千葉県千葉市中央区栄町39－10 1,500 2.44

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG
FUNDS
(常任代理人 香港上海銀行東京支
店)

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HO WALD-
HESPERANGE, LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋３－11－１)

1,030 1.68

株式会社千葉興業銀行
(常任代理人  資産管理サービス信
託銀行株式会社)

千葉県千葉市美浜区幸町２－１－２
(東京都中央区晴海１－８－12  晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

968 1.58

金綱　きよい 千葉県千葉市中央区 604 0.98

計 ― 38,865 63.34
 

　（注）上記のほか当社所有の自己株式2,897千株（4.72％）があります。

 

EDINET提出書類

新日本建設株式会社(E00221)

訂正四半期報告書

 7/20



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,897,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

58,439,700
584,397 ―

単元未満株式
普通株式

23,620
― ―

発行済株式総数 61,360,720 ― ―

総株主の議決権 ― 584,397 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権70個)含まれて

おります。

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新日本建設株式会社

千葉県千葉市美浜区
ひび野一丁目４番３

2,897,400 ― 2,897,400 4.72

計 ― 2,897,400 ― 2,897,400 4.72
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 23,029 16,045

  受取手形・完成工事未収入金等 15,216 11,355

  販売用不動産 3,514 11,480

  未成工事支出金 249 373

  開発事業等支出金 28,245 22,296

  材料貯蔵品 51 63

  繰延税金資産 318 300

  その他 935 503

  貸倒引当金 △11 △11

  流動資産合計 71,549 62,405

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 8,224 8,237

    減価償却累計額 △2,744 △2,888

    建物・構築物（純額） 5,480 5,348

   機械及び装置 105 105

    減価償却累計額 △68 △72

    機械及び装置（純額） 36 32

   車両運搬具及び工具器具備品 222 223

    減価償却累計額 △204 △204

    車両運搬具及び工具器具備品（純額） 18 18

   土地 6,892 6,892

   その他 58 84

    減価償却累計額 △36 △42

    その他（純額） 21 42

   有形固定資産合計 12,449 12,334

  無形固定資産 63 63

  投資その他の資産   

   投資有価証券 748 874

   繰延税金資産 42 23

   その他 563 517

   貸倒引当金 △8 △8

   投資その他の資産合計 1,345 1,407

  固定資産合計 13,859 13,806

 資産合計 85,408 76,211
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 20,221 16,573

  短期借入金 17,013 13,166

  未払法人税等 3,208 3,235

  未成工事受入金 1,401 1,134

  開発事業等受入金 1,750 1,208

  賞与引当金 292 304

  完成工事補償引当金 131 141

  工事損失引当金 54 23

  その他 1,112 1,277

  流動負債合計 45,186 37,066

 固定負債   

  長期借入金 13,871 10,465

  役員退職慰労引当金 239 238

  退職給付に係る負債 553 571

  繰延税金負債 353 389

  その他 315 224

  固定負債合計 15,333 11,889

 負債合計 60,519 48,956

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,665 3,665

  資本剰余金 3,421 3,421

  利益剰余金 17,291 19,333

  自己株式 △577 △577

  株主資本合計 23,800 25,842

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 109 189

  為替換算調整勘定 202 336

  退職給付に係る調整累計額 △18 △9

  その他の包括利益累計額合計 292 516

 少数株主持分 796 896

 純資産合計 24,889 27,255

負債純資産合計 85,408 76,211
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高   

 完成工事高 17,968 19,221

 開発事業等売上高 4,134 11,971

 売上高合計 22,102 31,193

売上原価   

 完成工事原価 16,378 17,373

 開発事業等売上原価 2,890 8,632

 売上原価合計 19,268 26,006

売上総利益   

 完成工事総利益 1,589 1,847

 開発事業等総利益 1,244 3,339

 売上総利益合計 2,833 5,187

販売費及び一般管理費
※1  1,398 ※1  1,652

営業利益 1,434 3,535

営業外収益   

 受取利息 6 3

 受取配当金 6 6

 為替差益 56 64

 和解金収入 - 222

 その他 15 16

 営業外収益合計 84 313

営業外費用   

 支払利息 170 204

 その他 40 10

 営業外費用合計 210 214

経常利益 1,309 3,634

特別損失   

 固定資産除却損 - 3

 特別損失合計 - 3

税金等調整前四半期純利益 1,309 3,630

法人税、住民税及び事業税 585 1,280

法人税等調整額 △14 26

法人税等合計 571 1,307

少数株主損益調整前四半期純利益 737 2,323

少数株主利益又は少数株主損失（△） △23 42

四半期純利益 761 2,280
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 737 2,323

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 8 80

 為替換算調整勘定 121 191

 退職給付に係る調整額 - 9

 その他の包括利益合計 130 281

四半期包括利益 867 2,604

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 855 2,504

 少数株主に係る四半期包括利益 12 100
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,309 3,630

 減価償却費 179 163

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △31 △0

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 12 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 25

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 64 △0

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △4 △30

 その他の引当金の増減額（△は減少） 72 22

 受取利息及び受取配当金 △12 △9

 為替差損益（△は益） △56 △64

 支払利息 170 204

 固定資産除却損 - 3

 売上債権の増減額（△は増加） △1,852 4,033

 たな卸資産の増減額（△は増加） △5,838 △1,613

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,454 △3,684

 未成工事受入金等の増減額(△は減少） 1,907 △841

 その他 464 344

 小計 △5,068 2,182

 利息及び配当金の受取額 11 9

 利息の支払額 △172 △205

 法人税等の支払額 △637 △1,266

 営業活動によるキャッシュ・フロー △5,867 719

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △12 △23

 投資有価証券の取得による支出 △3 △1

 貸付金の回収による収入 0 0

 無形固定資産の取得による支出 △0 △6

 その他 - 3

 投資活動によるキャッシュ・フロー △17 △28

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 40,500 34,500

 短期借入金の返済による支出 △40,500 △40,633

 長期借入れによる収入 - 4,500

 長期借入金の返済による支出 △152 △5,808

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △233 △233

 その他 △8 △5

 財務活動によるキャッシュ・フロー △395 △7,681

現金及び現金同等物に係る換算差額 23 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,257 △6,984

現金及び現金同等物の期首残高 20,241 23,029

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1  13,984 ※1  16,045
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更いたし

ました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 保証債務

(1) 銀行等借入債務

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

つなぎ住宅ローン利用顧客に関す
る保証

223百万円 68百万円
 

 

(2) 信用保証会社に対する手付金等返済保証債務

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

㈱中央住宅 64百万円 ―

㈱ジョイント・コーポレーション 51百万円 ―

㈱モリモト 205百万円 ―

合計 322百万円 ―
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

従業員給料手当 472百万円 494百万円

賞与引当金繰入額 126百万円 122百万円

広告宣伝費 64百万円 161百万円

租税公課 127百万円 250百万円

退職給付費用 32百万円 37百万円

役員退職慰労引当金繰入額 64百万円 6百万円

貸倒引当金繰入額 △31百万円 △0百万円
 

 

EDINET提出書類

新日本建設株式会社(E00221)

訂正四半期報告書

15/20



 

２ 売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)及び

　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

当社グループでは、通常の営業形態として工事の完成・物件の引渡しが第４四半期に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといった

季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金預金勘定 13,984百万円 16,045百万円

現金及び現金同等物 13,984百万円 16,045百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 233 4 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 175 3 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 233 4 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 233 4 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
 

(注)　１株当たり配当額には、設立50周年にともなう記念配当が１円含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 建設事業 開発事業等 合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２

売上高      

外部顧客への売上高 17,968 4,134 22,102 ― 22,102

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 17,968 4,134 22,102 ― 22,102

セグメント利益 934 763 1,697 △263 1,434
 

(注) １．セグメント利益の調整額△263百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属していない親会社本社の総務部等管理部門に係る経費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 建設事業 開発事業等 合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２

売上高      

外部顧客への売上高 19,221 11,971 31,193 ― 31,193

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 19,221 11,971 31,193 ― 31,193

セグメント利益 1,137 2,668 3,806 △271 3,535
 

(注) １．セグメント利益の調整額△271百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属していない親会社本社の総務部等管理部門に係る経費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

当該変更により報告セグメントに与える影響は軽微であります。
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(金融商品関係)

短期借入金及び長期借入金は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期連結貸

借対照表計上額に前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当第２四半期連結貸借対照表

計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、

記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 13円3銭 39円1銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 761 2,280

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 761 2,280

普通株式の期中平均株式数(株) 58,464,186 58,463,390
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第51期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年10月31日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 233百万円  
② １株当たりの金額 4円0銭 （記念配当1円0銭含む）

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成26年12月５日  
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年５月25日

新日本建設株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   浅　　野　　俊　　治　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   篠　　﨑　　和　　博　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日本建設株式

会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る訂正後の四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本建設株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成26年11月14日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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